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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第81期

第２四半期連結
累計期間

第82期
第２四半期連結
累計期間

第81期
第２四半期連結
会計期間

第82期
第２四半期連結
会計期間

第81期

会計期間

自  平成21年
    ６月21日
至  平成21年
    12月20日

自  平成22年
    ６月21日
至  平成22年
    12月20日

自  平成21年
    ９月21日
至  平成21年
    12月20日

自  平成22年
    ９月21日
至  平成22年
    12月20日

自  平成21年
    ６月21日
至  平成22年
    ６月20日

売上高 (千円) 1,149,2012,565,986845,7161,639,7693,652,366

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △336,973 108,438△173,455 176,203△305,999

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △369,683 16,713△111,363 169,864△57,052

純資産額 (千円) ― ― 3,676,0144,034,1963,985,272

総資産額 (千円) ― ― 7,168,0727,201,4947,217,475

１株当たり純資産額 (円) ― ― 554.56 608.59 601.21

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期(当期)純
損失金額(△)

(円) △55.21 2.52 △16.69 25.63 △8.56

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 51.3 56.0 55.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △320,528 189,779 ― ― △562,842

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,816 5,848 ― ― 314,331

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △270,305△279,682 ― ― △676,429

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,190,314756,222 846,348

従業員数 (名) ― ― 149 146 146

(注)   １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

  ２  第81期第２四半期連結累計期間、第81期第２四半期連結会計期間及び第81期の潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

  ３  第82期第２四半期連結累計期間、第82期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月20日現在

従業員数(名) 146 〔15〕

(注) １  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。

２  従業員数欄の〔 〕外書表示は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)

であります。

３  臨時従業員には、パートタイマー及び臨時契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月20日現在

従業員数(名) 129 〔12〕

(注) １  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２  従業員数欄の〔 〕外書表示は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であ

ります。

３  臨時従業員には、パートタイマー及び臨時契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(セグメント情報等)」に記載

のとおり、工作機械の製造・販売業の単一セグメントでありますので、生産、受注及び販売の状況につき

ましては品目別に記載しております。

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品　目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

金型関連研削盤 763,532 196.0

切削工具関連研削盤 728,271 190.6

その他の機械 68,622 284.7

アフターサービス 182,893 150.4

合　計 1,743,320 190.0

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品　目 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

金型関連研削盤 566,757 212.6 734,742 263.4

切削工具関連研削盤 525,877 169.7 1,245,700 326.6

その他の機械 11,267 70.0 10,361 19.1

アフターサービス 182,893 150.4 ― ―

合　計 1,286,794 180.2 1,990,803 278.6

(注) １  金額は、販売価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品　目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

金型関連研削盤 737,718 235.5

切削工具関連研削盤 655,552 166.9

その他の機械 63,606 351.9

アフターサービス 182,893 150.4

合　計 1,639,769 193.9

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社タンガロイ 363,780 43.0 ― ―

株式會社然湖電子 125,000 14.8 ― ―

TAEGU TEC LTD. ― ― 175,920 10.7

３  当第２四半期連結会計期間の株式会社タンガロイ、株式會社然湖電子及び前第２四半期連結会計期間のTAEGU
TEC LTD.については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期連結会計期間における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は次のと

おりであります。なお、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社

及び連結子会社)が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、企業収益改善等から設備投資は下げ止まり、受注

環境は改善しつつあるものの、円高の長期化懸念及び先行き不透明感を受けて足踏み状態となり、依然

として厳しい状況で推移いたしました。

工作機械業界におきましては、内需では工作機械の世界三大見本市であるJIMTOF2010(日本国際工作

機械見本市)の効果等により平成22年11月の月次受注総額は平成20年10月以来の300億円超えの309億

円を記録いたしました。一方、外需では中国を中心としたアジア地域及び欧州の伸長により回復基調が

続いており、平成22年11月の月次受注総額は平成21年1月をボトムとする回復局面で最高額となる967

億円を記録し、堅調な回復傾向が続いております。

このような状況の下、当社グループは、JIMTOF2010(日本国際工作機械見本市)に戦略製品を出品する

とともに、当社子会社のWAIDA　Europe　GmbHにおいて内覧会を開催する等、積極的な営業展開を図って

まいりました。また、当社グループのコア技術を活かした特定ユーザーとのコラボレーションを継続的

に行い、新事業の創造に努めてまいりました。さらに、製品の一部について内製化を行うことで変動費

比率を低減するとともに継続的な固定的経費の圧縮及び生産革新運動の推進等により、業績向上に努

めてまいりました。

この結果、当社グループは、当第２四半期連結会計期間において、売上高は1,639百万円(前年同期比

93.9％増)、営業利益は182百万円(前年同期は167百万円の営業損失)、経常利益は176百万円(前年同期

は173百万円の経常損失)、四半期純利益は169百万円(前年同期は111百万円の四半期純損失)となりま

した。
　

当社グループは、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(セグメント情報等)」に記

載のとおり、工作機械の製造・販売業の単一セグメントでありますので、財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析は品目別に記載しております。品目別の業績を示すと、次のとおりで

あります。

①  金型関連研削盤

国内市場及び中国・アジア地域を中心とした海外市場において、前年同期を大きく上回り順調に

推移いたしました。この結果、売上高は737百万円(前年同期比135.5％増)となりました。

②  切削工具関連研削盤

国内市場では緩やかな回復基調のもと堅調に推移し、海外市場ではアジア地域を中心に前年同期

を大きく上回り順調に推移いたしました。この結果、売上高は655百万円(前年同期比66.9％増)とな

りました。

③  その他の機械

国内外の市場において、ＮＣプロッター（作図機）を中心として堅調に推移し、売上高は63百万円

(前年同期比251.9％増)となりました。

④  アフターサービス

アフターサービス(有償修理)及びメンテナンス部品については、継続的な回復基調を受けて、売上

高は182百万円(前年同期比50.4％増)となりました。
　
　

EDINET提出書類

株式会社和井田製作所(E01511)

四半期報告書

 5/26



　

(2) 財政状態の分析

①  資産

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ15百万円減少し、7,201百万円と

なりました。これは、主として商品及び製品が31百万円、仕掛品が96百万円、機械装置及び運搬具（純

額）44百万円増加し、現金及び預金が90百万円、受取手形及び売掛金が100百万円減少したことなどに

よります。

②  負債

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ64百万円減少し、3,167百万円とな

りました。これは、主として支払手形及び買掛金が90百万円増加し、長期借入金が202百万円減少したこ

となどによります。

③  純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ48百万円増加し、4,034百万

円となりました。これは、主としてその他有価証券評価差額金が85百万円増加し、利益剰余金が29百万

円減少したことなどによります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析　

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、第１四半期連結

会計期間末に比べ212百万円減少し、756百万円となりました。当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとの

キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の増加は、240百万円(前年同四半期は260百万円の減少)となりました。増加の主な

内訳は、税金等調整前四半期純利益171百万円、減価償却費46百万円、仕入債務の増加80百万円等であり、

減少の主な内訳は、売上債権の増加81百万円等であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の減少は、14百万円(前年同四半期は47百万円の減少)となりました。これは主とし

て、有形固定資産の取得による支出15百万円等であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は、441百万円(前年同四半期は149百万円の減少)となりました。これは主と

して、短期借入金の返済による支出320百万円及び長期借入金の返済による支出121百万円等であります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は44百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月１日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,028,000 7,028,000
大阪証券取引所ＪＡ
ＳＤＡＱ(スタン
ダード)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
単元株式数は100株でありま
す。

計 7,028,000 7,028,000― ―

※ 　 平成22年10月12日付けの大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ市場の

各市場の統合に伴い、当社は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)へ上場しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月21日～
平成22年12月20日

― 7,028,000 ― 843,300 ― 881,244
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年12月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

和井田　俶生 岐阜県高山市 430,060 6.12

和井田　光生 岐阜県高山市 426,500 6.07

株式会社和井田製作所 岐阜県高山市片野町2121 399,242 5.68

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町8-26 331,400 4.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 331,000 4.71

和井田製作所従業員持株会 岐阜県高山市片野町2121 252,300 3.59

和井田 叔子 岐阜県各務原市 250,000 3.56

シチズンマシナリー株式会社 長野県北佐久郡御代田町御代田4107-6 200,000 2.85

株式会社ナガセスッポン養殖場 岐阜県高山市奥飛騨温泉郷平湯362-1 153,100 2.18

小野　和子 大阪府柏原市 145,000 2.06

計 ― 2,918,602 41.53

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年12月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

399,200
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式
6,628,100

66,281
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 普通株式
700

― 同上

発行済株式総数 7,028,000― ―

総株主の議決権 ― 66,281 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が42株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年12月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社和井田製作所

岐阜県高山市片野町2121
番地

399,200 ― 399,200 5.68

計 ― 399,200 ― 399,200 5.68
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 418 390 392 415 405 457

最低(円) 352 338 343 351 357 399

(注) １  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。平成22年10月12

日付けの大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の統

合に伴い、当社は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)へ上場しております。

２  当該６月間における月別最高・最低株価は、毎月１日より月末までのものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　役職の異動

役員の氏名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日

土田　民和
常務取締役

(製造・管理担当兼内部監査室長)
常務取締役

(製造・管理担当)
平成22年12月21日

名和　芳治

取締役
(管理本部長兼経理部長兼法務室長)

取締役
(管理本部長兼経理部長)

平成22年９月21日

取締役
(管理本部長兼経理部長)

取締役
(管理本部長兼経理部長兼法務室長)

平成22年12月21日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年９月21日から平成21年12月20日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年６月21日から平成21年12月20日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年９月21日から平成22年12月20日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年６月21日から平成22年12月20日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年９月21

日から平成21年12月20日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年６月21日から平成21年12月20日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年９月21日から平成22年12月20日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年６月21日から平成22年12月20日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,196,322 1,287,048

受取手形及び売掛金 1,706,876 ※３
 1,807,748

商品及び製品 101,925 70,060

仕掛品 1,023,218 926,231

原材料及び貯蔵品 454,012 450,904

その他 107,552 79,982

貸倒引当金 △743 △685

流動資産合計 4,589,164 4,621,290

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 921,981 956,152

機械装置及び運搬具（純額） 302,518 257,856

土地 890,892 898,464

その他（純額） 48,095 42,437

有形固定資産合計 ※１
 2,163,488

※１
 2,154,911

無形固定資産 5,894 6,989

投資その他の資産

投資有価証券 288,141 308,219

その他 157,936 129,268

貸倒引当金 △3,130 △3,203

投資その他の資産合計 442,947 434,284

固定資産合計 2,612,330 2,596,185

資産合計 7,201,494 7,217,475

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 424,793 ※３
 334,691

短期借入金 390,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 404,808 425,142

未払法人税等 6,791 10,087

その他 308,741 241,249

流動負債合計 1,535,134 1,411,171

固定負債

社債 600,000 600,000

長期借入金 812,178 1,014,582

退職給付引当金 75,715 61,635

長期未払金 139,740 139,740

その他 4,530 5,074

固定負債合計 1,632,164 1,821,031

負債合計 3,167,298 3,232,203
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 843,300 843,300

資本剰余金 881,244 881,244

利益剰余金 2,683,598 2,713,286

自己株式 △310,636 △310,636

株主資本合計 4,097,505 4,127,194

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 20,037 △65,063

為替換算調整勘定 △83,347 △76,857

評価・換算差額等合計 △63,309 △141,921

純資産合計 4,034,196 3,985,272

負債純資産合計 7,201,494 7,217,475
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年６月21日
 至 平成21年12月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月21日
 至 平成22年12月20日)

売上高 1,149,201 2,565,986

売上原価 859,023 1,603,478

売上総利益 290,177 962,508

販売費及び一般管理費 ※１
 636,214

※１
 842,269

営業利益又は営業損失（△） △346,037 120,238

営業外収益

受取利息 546 338

受取配当金 6,069 6,694

受取賃貸料 2,308 1,998

助成金収入 24,236 4,014

受取保険金 10,413 －

その他 3,292 3,496

営業外収益合計 46,866 16,542

営業外費用

支払利息 29,110 24,769

為替差損 6,405 3,082

その他 2,285 489

営業外費用合計 37,802 28,342

経常利益又は経常損失（△） △336,973 108,438

特別利益

固定資産売却益 47 16,217

貸倒引当金戻入額 122 14

特別利益合計 170 16,232

特別損失

固定資産除却損 1,729 －

投資有価証券評価損 28,334 105,179

その他 － 97

特別損失合計 30,064 105,276

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△366,867 19,393

法人税、住民税及び事業税 2,817 2,680

法人税等調整額 △1 －

法人税等合計 2,816 2,680

少数株主損益調整前四半期純利益 － 16,713

四半期純利益又は四半期純損失（△） △369,683 16,713
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　【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年９月21日
 至 平成21年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年９月21日
 至 平成22年12月20日)

売上高 845,716 1,639,769

売上原価 668,692 996,908

売上総利益 177,023 642,861

販売費及び一般管理費 ※１
 344,819

※１
 460,072

営業利益又は営業損失（△） △167,796 182,788

営業外収益

受取利息 208 120

受取配当金 2,253 2,393

受取賃貸料 934 1,329

助成金収入 10,897 1,778

その他 1,725 1,291

営業外収益合計 16,019 6,913

営業外費用

支払利息 14,556 11,539

為替差損 5,082 1,714

その他 2,041 245

営業外費用合計 21,679 13,499

経常利益又は経常損失（△） △173,455 176,203

特別利益

固定資産売却益 47 209

投資有価証券評価損戻入益 65,073 －

貸倒引当金戻入額 21 5

特別利益合計 65,142 215

特別損失

固定資産除却損 1,729 －

投資有価証券評価損 － 5,131

その他 － 72

特別損失合計 1,729 5,203

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△110,043 171,214

法人税、住民税及び事業税 1,319 1,350

法人税等調整額 － －

法人税等合計 1,319 1,350

少数株主損益調整前四半期純利益 － 169,864

四半期純利益又は四半期純損失（△） △111,363 169,864
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年６月21日
 至 平成21年12月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月21日
 至 平成22年12月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△366,867 19,393

減価償却費 101,988 88,714

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,311 14,080

貸倒引当金の増減額（△は減少） △122 △14

受取利息及び受取配当金 △6,615 △7,033

支払利息 29,110 24,769

投資有価証券評価損益（△は益） 28,334 105,179

固定資産売却損益（△は益） △47 △16,217

固定資産除却損 1,729 －

売上債権の増減額（△は増加） △357,115 100,689

たな卸資産の増減額（△は増加） 183,871 △209,048

仕入債務の増減額（△は減少） 27,894 144,565

その他の資産の増減額（△は増加） 64,680 △56,470

その他の負債の増減額（△は減少） 8,157 9,519

小計 △295,312 218,127

利息及び配当金の受取額 6,555 7,035

利息の支払額 △28,863 △25,730

法人税等の支払額 △2,908 △9,652

営業活動によるキャッシュ・フロー △320,528 189,779

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 －

定期預金の払戻による収入 50,000 600

有形固定資産の取得による支出 △51,744 △18,331

有形固定資産の売却による収入 247 23,580

投資有価証券の取得による支出 △1,219 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,816 5,848

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 400,000

短期借入金の返済による支出 － △410,000

長期借入金の返済による支出 △232,364 △222,738

リース債務の返済による支出 － △543

自己株式の取得による支出 △37,941 －

配当金の支払額 － △46,401

財務活動によるキャッシュ・フロー △270,305 △279,682

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,437 △6,071

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △603,087 △90,126

現金及び現金同等物の期首残高 1,793,401 846,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,190,314

※
 756,222
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年９月21日  至  平成22年12月20日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年６月21日  至  平成22年12月20日)

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益への影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月21日  至  平成22年12月20日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年９月21日  至  平成22年12月20日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年６月21日  至  平成22年12月20日)

 固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日)

前連結会計年度末
(平成22年６月20日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　 3,799,396千円

 
  ２　受取手形割引高　　　　　　　　　112,358千円

 (うち輸出手形割引高 112,358千円)

 
※３

　――――――

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

　 3,719,120千円

 
  ２ 受取手形割引高　　　　　　　　　　42,750千円

(うち輸出手形割引高 42,750千円)

 
※３ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で
あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連
結会計年度末残高に含まれております。
受取手形 175千円

支払手形 22,078千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年６月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月21日
至  平成22年12月20日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 126,455千円

給与及び賞与 122,548千円

役員報酬 56,058千円

退職給付費用 6,061千円

減価償却費 18,882千円

旅費交通費 45,658千円

研究開発費 118,693千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 195,326千円

給与及び賞与 156,055千円

役員報酬 62,379千円

退職給付費用 8,270千円

減価償却費 15,640千円

旅費交通費 55,888千円

研究開発費 95,716千円

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年９月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年９月21日
至  平成22年12月20日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 69,753千円

給与及び賞与 60,548千円

役員報酬 28,029千円

退職給付費用 1,359千円

減価償却費 9,549千円

旅費交通費 22,390千円

研究開発費 67,110千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 113,188千円

給与及び賞与 78,401千円

役員報酬 34,350千円

退職給付費用 2,511千円

減価償却費 9,444千円

旅費交通費 29,007千円

研究開発費 44,922千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年６月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月21日
至  平成22年12月20日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成21年12月20日現在)

現金及び預金 1,630,414千円

預入期間が３か月超の定期預金 △440,100千円

現金及び現金同等物 1,190,314千円

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年12月20日現在)

現金及び預金 1,196,322千円

預入期間が３か月超の定期預金 △440,100千円

現金及び現金同等物 756,222千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月20日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年６月21日 

至  平成22年12月20日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,028,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 399,242

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年９月16日
定時株主総会

普通株式 46,401 7.00平成22年６月20日 平成22年９月17日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年１月28日
取締役会

普通株式 46,401 7.00平成22年12月20日 平成23年３月１日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年９月21日 至 平成21年12月20日)及び前第２四半期連結累計期

間(自 平成21年６月21日 至 平成21年12月20日)

　当社及び連結子会社の事業は、工作機械の製造・販売業の単一セグメントでありますので、事業の種類

別セグメント情報は記載しておりません。

　
【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年９月21日 至 平成21年12月20日)及び前第２四半期連結累計期

間(自 平成21年６月21日 至 平成21年12月20日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　
【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年９月21日  至  平成21年12月20日)

　 中国
アジア地域
(中国を除く)

その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 80,226 134,411 7,592 222,229

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 845,716

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

9.5 15.9 0.9 26.3

(注) １ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

２ 国または地域の区分方法及び各区分に属する主な国または地域

(1) 国または地域の区分は、地理的接近度によっております。

(2) 各区分に属する主な国または地域

　　中国 ……………………………… 中国

　　アジア地域(中国を除く) ……… 台湾、韓国、東南アジア地域、南アジア地域等

　　その他の地域 …………………… 米国、ヨーロッパ地域、アフリカ地域等

　
前第２四半期連結累計期間(自  平成21年６月21日  至  平成21年12月20日)

　 中国
アジア地域
(中国を除く)

その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 105,798 149,226 13,974 268,999

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 1,149,201

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

9.2 13.0 1.2 23.4

(注) １ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

２ 国または地域の区分方法及び各区分に属する主な国または地域

(1) 国または地域の区分は、地理的接近度によっております。

(2) 各区分に属する主な国または地域

　　中国 ……………………………… 中国

　　アジア地域(中国を除く) ……… 台湾、韓国、東南アジア地域、南アジア地域等

　　その他の地域 …………………… 米国、ヨーロッパ地域、アフリカ地域等
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【セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年９月21日 至 平成22年12月20日)及び当第２四半期連結累計期

間(自 平成22年６月21日 至 平成22年12月20日)

　当社及び連結子会社の事業は、工作機械の製造・販売業の単一セグメントでありますので、事業の種類

別セグメント情報は記載しておりません。

(追加情報)

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　
(金融商品関係)

　当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月20日)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が

ないため、記載を省略しております。

　
(有価証券関係)

　当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月20日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が

ないため、記載を省略しております。

　
(デリバティブ取引関係)

　当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月20日)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　
(ストック・オプション等関係)

　当第２四半期連結会計期間(自 平成22年９月21日 至 平成22年12月20日)

該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

　当第２四半期連結会計期間(自 平成22年９月21日 至 平成22年12月20日)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

　当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月20日)

該当事項はありません。

　
(賃貸等不動産関係)

　当第２四半期連結会計期間末(平成22年12月20日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日)

前連結会計年度末
(平成22年６月20日)

　 　

　 608.59円
　

　 　

　 601.21円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年12月20日)

前連結会計年度末
(平成22年６月20日)

純資産の部の合計額(千円) 4,034,196 3,985,272

普通株式に係る純資産額(千円) 4,034,196 3,985,272

普通株式の発行済株式数(株) 7,028,000 7,028,000

普通株式の自己株式数(株) 399,242 399,242

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 6,628,758 6,628,758

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年６月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月21日
至  平成22年12月20日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △55.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

１株当たり四半期純利益金額 2.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

(注) １  前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

３ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年６月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月21日
至  平成22年12月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△369,683 16,713

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△369,683 16,713

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,696,121 6,628,758
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年９月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年９月21日
至  平成22年12月20日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △16.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

１株当たり四半期純利益金額 25.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

(注) １  前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

３ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年９月21日
至  平成21年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年９月21日
至  平成22年12月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△111,363 169,864

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△111,363 169,864

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,671,112 6,628,758

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第82期(平成22年６月21日から平成23年６月20日まで)中間配当については、平成23年１月28日開催の取

締役会において、平成22年12月20日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

①  配当金の総額                                  46,401千円

②  １株当たりの金額                                ７円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成23年３月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月３日

株式会社和井田製作所

取締役会  御中

　

監査法人日本橋事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    板橋　正志    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小倉　　明    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社和井田製作所の平成21年６月21日から平成22年６月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年９月21日から平成21年12月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年６月21日から平成21

年12月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社和井田製作所及び連結子会社の平成

21年12月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月１日

株式会社和井田製作所

取締役会  御中

　

監査法人日本橋事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    板橋　正志    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小倉　　明    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社和井田製作所の平成22年６月21日から平成23年６月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年９月21日から平成22年12月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年６月21日から平成22

年12月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社和井田製作所及び連結子会社の平成

22年12月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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